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1.は じめ に
〈対外政策における政府の世論指導をめ ぐって〉
対外政策 ・外交に関しては,政 府は積極的に世論を指導 しなけれぽなら
ないと,外交論 ・国際政治学の古典的な理論は強調 してきた。 曰 く,民主
的外交には,主 権者国民の「無責任 さ」,「無知」(場合によっては,逆 に生
半可な知識),世論が結論 に到達するまで待たねばならないゆ えの 「遅延」
といった危険が伴い,そ れゆえ政府・外務職の側 は,「良識 と経験の一般的
諸原則に関して,公 衆を教育」するよう努めなければならない(ニ コルソ
ン1963:訳84-97)。また日く,「政府は世論の指導者であってその奴隷で
はない」(モーゲンソー1978:訳158,575)。「世論 は,見聞の広 い責任のあ
るリーダーシップによってつねにつ くりだされ,つ くり変えられている,
動態的かつ変動きわまりない実体である」(同:訳158)。
しかし,対外政策にもかかわる世論についてのも うひ とつの古典は,こ
う述べている。「[世論が起 こる]過程を理解 している者なら誰 にでもそれ
を操作す る機会が開かれていることも充分あきらかであ[る]」(リップマ
ン1922:訳・下82)。「大衆の情念」に流されず,「合理性」を保つことを
期待されているはずの政府の 「指導」,モーゲソソーの言 う「見聞の広い責
任 ある リーダーシ ップ」がなす 「指導」は,実 際には,情 報操作を含んだ
ものとなる。そ して,リ ーダーシップのそ うした働 きかけは,一 定の認識
枠組 政治的 リア リテ ィの規定の上 に立ってなされる。対外政策をめ ぐる
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政治指導,政 治過程の分析に当たっては,こ うした世論指導の批判的吟味
もまた必要 となろ う。
2.「国際貢献」論 の分析 問題 と方法
〈90年代初頭以来の世論指導におけるキーワー ド 「国際貢献」>
1990年代初頭か らの 日本は,対外政策を回転軸 として,戦後 日本国家の
あ り方を変 えることにもなるよ うな転換を経験 しつつあるように思われ
る。80年代末葉以来のカンボジア問題への積極的関与の意思形成から,湾
岸危機 を経て,多 国籍軍への後方支援 を主眼とす る 「国連平和協力法案」
は90年秋に一旦挫折 した ものの,湾 岸戦争後の91年4月 には海上自衛隊
掃海部隊がペルシ ャ湾に出動した。9月 には 「国連平和維持活動等に対す
る協力に関する法律」(いわゆるPKO等協力法)が衆議院に提出され,複
雑 な経過をたどった後,92年6月に法 として成立す る。これに基づき同年
秋 から一年に及ぶ カンボジアをはじめ,自 衛隊の海外出動が実現 した。宮
沢首相 は,こ の年一番印象に残った ニュースはと聞かれて,「PKOという
ことじゃなくて,自 衛隊がカソボジアに行ったこと」だと答えている(92
年12月22日)。こうした展開の中で,従来の改憲論者 とは異なる論者の中
からも,憲法をめ ぐる政治パラダイムの転換や革新の側の憲法改正=「 創
憲」が唱えられ(山 口1991),相前後 していくつかの 「平和(安全保障)基
本法」制定の提唱 がなされ るよ うになった(前 田1992:106-108,高橋他
1993,小沢1993:125)。94年夏には,6月政変で自民党 ・新党さきがけと
手を組んで首班の座を獲得 した社会党が 「転向」し(高畠1994),日米安保
条約堅持,自 衛隊 は合憲であるとするよ うになった。 またその夏から秋に
かけては,国 連総会における河野外相演説に向けて,安 保理常任理事国入
り問題が大きな政 治的論点 としてはっきりと浮上 した。同 じ時期 に,ル ワ
ンダ難民の「人道的救援」(PKO等協力法 に言 う「人道的な国際救援活動」)
のため,ザ イール等に自衛隊部隊が派遣されたのは,安 保理常任理事国化
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のための実績作 りと言われた。同年11月村山内閣の下で,外国における緊
急事態に際 し生命 または身体の保護 を要す る邦人および外国人を自衛隊が
航空機によって輸送す ることができるとした自衛隊法改正がなされ る。
この90年代初頭から半ばにかけてのこうした過程にあって,政権政党や
官僚上層部を含む政府与党による世論指導の上で重要な役割を果た し,上
にあげたよ うな変化をもた らすのに役立 ったキー ワー ドは 「国際貢献」で
ある。
〈問題 と方法〉
事態の渦中にあっては私たちのもとに届かなかった事実(情 報)の ある
部分は,時 間の経過 とともに,時 期遅れで,多 くの場合断片的に,私 たち
にも知 らされるようになって くる。 また,後 にな るとその意味がはっきり
してくる事実 もある。そ うした事後的に利用できるようになった情報を含
めて,いろいろな断片を拾い集めてみ ると,世論指導のす きまから,「ドロ
ドロした部分」1}にかかわ る操作の手の動きや認識前提がかいま見 える。
「国際貢献」に関して伝 えられている様々な断片を集めて,政治的 リア リ
ティ構成における世論指導 とい う観点から整理 してみた ら,ど んなことが
わかるだろうか。以下は,そ の試みである。
考 えてみたいのは,「国際貢献」論の 「ドロドロ」にかかわる,次 のふた
つの問題である。
① 「国際貢献」とい う言葉は,ど のような歴史的文脈の中で現代 日本の
政治の舞台に登場 し,ど のような意味を与 えられてきたか。
② その特定の意味の 「国際貢献」の実現のために,他 の意味を排除 しつ
つ,湾 岸危機 ・戦争をはさむ近年,ど のような行動がなされ,ま たなさ
れようとしたか。
これ らを次の二つの節でそれぞれ扱 う。そして世論指導用の言葉 として
見た場合,「国際貢献」とい う言葉自体どのような特徴を持 っているかを最
後 に考えたい。
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3.「国際貢献」 とい う言葉 来歴 と特徴
〈湾 岸危機 以 来の多 用〉
「国際 貢献 」 とい う言葉 が,日 本 の国政 をめ ぐる場 で多用 され るよ うに
な るの は,1990年8月2日 の イ ラクに よる ク ウェー ト侵攻2》に端 を発す る
湾岸 危機 以来 の こ とであ る。試 み に,『朝 日新 聞』のCD-ROM版HI-ASK
(1985年以 降,各 年 版発行)の 記 事 を,「国際貢献」をキ ー ワー ドとして検
索 してみ よ う。 結果 は,次 の よ うで ある。 該 当記 事 は8586年 には1件 も
な く,87年3件,88年1件,89年3件 で あった。そ して,90年に58件(7
月 まで は8件)と 増 加 した後,91年 に は442件 と激 増 し,92年564件,93
年479件 と推移 す る。この検索結 果か ら して も,「国際貢献 」とい う言葉 が,
湾岸 危機 以後,中 東 貢献策,国 連平和協 力法案,湾 岸戦争,カ ンボ ジアPKO
(UNTAC),PKO等 協 力法論 議に絡 んで新 聞紙 面,マ ス メデ ィアで多用
され る よ うにな った ことは明 らかであ ろ う(な お,イ ラクの ク ウェー ト侵
攻後 しば ら くの間 は,「中東 貢献策」とい う言葉 が使われ てお り,特 に 『朝
日』の場 合,「 中東 支援策 」か ら 「中東貢 献策」に な り,や がて 「国際貢献 」
にな る とい う順序 をた どってい る)。
〈「国際貢献」 とい う言葉の来歴一80年代における登場 とその意味〉
しか し,「国際貢献」に相当す る言葉が,一 定の政治的意味を与 えられて
政治の世界に登場 したのはもっと早 く,80年代の始ま りあた りであった。
そ して,80年代を通 じて,それが政策構想のひとつの焦点た り続けたので
ある。
時代背景 日米安保体制=サ ンフランシスコ体制形成の日本側の立て役
者吉田茂は,1967年の時点で,戦争直後に立てた自立 とい う目的がいちお
う達成で きた現在 の日本は,目的を喪失して誤 った方向に迷い込む危険性
があるとい う意味で 「日露戦争後の日本と似ている」 と指摘している。そ
して,日 本は実力がついたことによって責任が大きくなっていることを自
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覚 し,戦争直後にやむな くとった政策をいつまで も続けることをやめ,「も
うけすぎて少しも国際関係について協力 しない」 と批判され ることのない
よう,「背負 うべき責任」を負い,「自己の使命を正しく認識 し,正 しく実
行していくこと」を求めた。 このとき吉田が日本にとっての 「最 も根本的
な方策」として具体的に考 えていたのは,「東南アジアを安定 させ,そ れを
通じて中共に働 きかける」 ということであった(吉 田1967:199-206)。
1960年代の高度経済成長 を経て,60年代の終:わり頃から,日米両国間に
は繊維問題を皮切 りに経済摩擦が続 くよ うになっていた。他方,ヴ ェトナ
ム戦争のさなか,ニ クソン大統領のグァム・ドク トリソ発表(69年7月)
以来,米 国側から日本の 「防衛努力の不足」が強 く指摘されるよ うになっ
た。米国における70年代前期のデタソ ト路線から後期の軍拡路線への転換
とともに,NATOの 強化に続 き,日 本への防衛力増強要求が本格化 した。
76年7月,三木政権下に設置された日米防衛協力委員会が検討 した結果
は,福 田政権末期78年11月に 「日米防衛協力のための指針(ガ イ ドライ
ン)」として国防会議・閣議に報告 され,了 承された。 この後,日 米共同作
戦,シ ーレーソ防衛,極 東有事対処の研究(後 には紛争波及型有事対処の
研究も)が なされるようになる(大 嶽1983,廣瀬1989,佐藤1995)。
1975年,独仏両首脳の提唱に始まった第1回 経済サ ミット(パ リ・ラン
ブイエ城)への参加 は,日本にとって,「経済大国 として国際社会に復権 し
た」ことを意味す るものであ り,第一次世界大戦後のパ リ講和会議(ヴ ェ
ルサイユ会議)以 来,「長い道の り」を経て,再 び 「大国の座」を得た こと
を意味すると評された(細 谷1986:138)。70年代終わ りから80年代初め
の日本では,2度 にわたる石油危機を乗 り切 り,経済パフォーマンスは他
の先進国に比ぺて良好であったので,欧 米に追いつ き追い越 したとい う気
分も出てきた(大 嶽1994:310)。
大平内閣1979年から1980年にかけて,大 平正芳首相(在任1978年12
月7日 一80年6月12日)は,次 のような発言を残 している。
「ようや く国際社会の中で重要 な政治的,経済的地位を占めるに至 った
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わが国」は,「さらに,世 界の平和 と安定のために,わ が国にふさわ しい外
交的,政 治的責任 と役割をより積極的に果たしていきたいと考 えてお りま
す」(79年5月3日ナショナル ・プレス・クラブ[ワ シントン],大平正芳
回想録刊行会1982:292,294)。
「21世紀に向けて今 日の平和 と繁栄を保ち,国際的地位を高めてまいる
ため,広 く世界的視野に立 って,我が国の進路を見定めつつ,確 かな80年
代の構築に精力的 に取 り組んでい く決意であ ります」(同:308)。
「80年代というのは,優 れて国際化時代 とい うか,経 済力を高めた日本
が世界に 目を向けて,積 極的に貢献する努力をしないと,世界 も納得 しな
い し,日本人の誇 りも許 さない。そ うい う時代になるものと思います」(「確
かな80年代の構築一大切な国際化時代の自覚 と責任」,大平正芳回想録刊
行会編1980:138)。積極的貢献の内容には触れ られていないし,日本の積
極的貢献努力の欠如を納得しない 「世界」とは具体的には誰のことなのか,
またその欠如を許 さない 「日本人の誇 り」のあり方はどのよ うなものなの
か,説 明はない。しかし,この大平の時代認識の中に,「世界」の納得 と「日
本人の誇 り」(ナシ ョナ リズム)とが,表 裏の関係にあるものとして出てき
ていることに留意 したい。そして大平政権の下で,「全方位外交」とい う福
田内閣時代までの建て前を脱 した西側一員論,日 米安保条約=同 盟論が公
然 と打ち出されるに至ったことにも留意すべきであろ う。
また,「アジア地 域の不安定化を阻止 し,安定傾 向を助長するため,積極
的に,そ の国際的責任と役割を果た したい」として,イ ン ドシナ情勢に触
れてこう述べてい ることにも注意 しておきたい。
「イン ドシナ半島では,緊 張と武力紛争が継続 してお ります。わが国は,
ベ トナム,カ ソボジア等のインドシナ諸国と対話のできる関係にある数少
ない国の一つであ り,今後 ともASEAN諸国および米国と協調 しつつ,こ
の地域に永続的な平和を回復すべ く積極的な努力を払 ってまい りたいと考
えてお ります」(同:295)。
鈴木内閣 大平首相急死の後に成立 した鈴木善幸内閣(1980年7月17
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日一82年11月27日)の下,第 二次臨時行政調査会(第二臨調,1981年3
月16日発足)第一次答申(1981年7月10日)は,「国際社会に対する貢献
の増大」を国政の主要な方向づけのひとつ として書き込んだ。行政改革の
「基本理念」として,国 内的には 「活力ある福祉社会の実現」が,対 外的
には 「国際社会に対する貢献の増大」があげ られ,こ れが 「今後我が国が
めざすぺき方向」とされた(臨時行政調査会事務局1981:11)。このふたつ
の理念の提示は,長 期的な国家 目標の設定 という意味を持つことにな り,
後者はその後実際には,防 衛費 ・海外援助費増額 を正当化する機能を果た
す こととなる(大 嶽1994:84)。
[自衛隊国連軍参加の提案]
すでに1965年12月,国連安全保障理事会の改組を機に日本が2度 目の
非常任理事国に当選 したことを受けて,政 府 ・外務省(具 体案づ くりは国
連局が担当)は翌66年2月 「国連協力法案(仮称)要 綱骨子」をまとめて
いた。そ こでは,国 連が憲章42条(軍事的措置)に 基づ く措置を決定 した
場合には,「自衛隊を含めた人員,労 力の提供」が,「飛行場,港 湾その他
基地の提供,物 資,運 輸の提供」とともにできるとされていた。外務省は,
「激動するアジアにおける大国 として,日 本が今後世界の平和維持につい
て国連で積極的に発言し,また,安 保理の重要 メンバーとしての責任 を果
たすためにも,自衛隊の国連軍参加に踏み切るべ きだ との結論に達 した」
のだとされた(『中 日新聞』[『東京新聞』]66年2月23日夕刊,傍点引用者)。
鈴木内閣成立の10日後(80年7月27日),外務省 は80年代の安全保障政
策に関す る報告書を発表 し,「国連の平和維持活動 に対 し,従来のような財
政面の協力にとどまらず,人 的貢献の面について も積極的に検討すべき」
であ り,「要員の派遣」を考慮すぺ きだ として,「自衛官派遣への道を切 り
開 こうとの意欲を示 した」(『朝 日新聞」7月28日 朝刊)。
中曽根内閣 鈴木内閣で行政管理庁長官として行政改革を取 り仕切 った
中曽根康弘は,首 相(在 任1982年11月27日一87年11月6日)就任一年
半後,イ ギ リスの国際戦略研究所での演説で次のよ うに述べた。
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「……世界の構造的な変革の中で,日本 としては,従 来のごとく状況の
変化に受動的に対応するのではな くて,世 界の平和 と繁栄のために能動的
に役割を果たすべ き立場にあることが明らかになってきました。すなわち,
日本はグローバルな平和の維持 とい う観点からも,自 らの防衛のために,
より積極的な役割を果たすべきであると指摘がなされるとともに,今 や卓
越した経済力を保有する日本は,開 発途上国に対す る経済協力の強化を通
じ,世界の平和 と繁栄に貢献すべきであるとの意見が国際的に急激に高
まってきました。」(「日本の選択,自 由世界の選択」,1984年6月11日,中
曽根1986:202)。
ところが,彼が政権に就いた時点では,「我が国がそれまで行 った懸命の
努力にもかかわ らず,… …国際社会からの要請 と現状 との間にはまだ相当
のへだた りがあ り,状況は,か な り深刻だった」(同:203)。そこで,「私
は政権に就 くと同時に,国際的な重荷をその国力にふさわ しく分担する『国
際国家』 日本へと前進すべきこと,貿易や金融面における開放化の促進,
平和維持,通常兵器 および核兵器の軍縮へ向かっての政治的発言力の増大,
開発途上国への経 済協力強化の緊要性等を,国 民に強 く訴えました。す な
わち,対 応追随型 から積極的行動型 に転換すべきことを強調 したのであ り
ます。」(同)。
国際舞台での,よ く準備 されたと思われるこの演説によれぽ,国 際国家
とは,「国際的な重荷をその国力にふ さわしく分担する」国家である。そし
て,その分担をす ることによって,「国際社会において名誉 ある地位を占め
たい」(日本国憲法前文中の表現)3)とい うのであ る。 これは大平が言 って
いた 「世界が納得 する積極的貢献」 と 「日本人の誇 り」の別の表現であろ
う。 しか も,中 曽根の主張によれば,彼 が推進 しようとした行政改革 も,
教育改革 も,この ような国際国家 日本の実現,国 際社会において名誉ある
地位を占めるための手段であると位置付けられていた。「行政 の肥大化を防
ぎ,民間の自由な創意を発揮させ ようとする行政改革 も,次代を担 う青少
年の健全な成長を願 う教育改革 も,極 まるところ,国 際社会において名誉
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ある地位 を占めようとす る,真の国際国家 日本を実現するための一つの重
要な礎石であると考えるものであります。」(第104回国会における施政方
針演説,1986年1月27日,同:36)。
「戦後政治の総決算」 と 「国際国家 日本」をキ ャッチフレーズに掲げた
中曽根首相の,4海 峡封鎖 日本列島不沈空母化発言,靖 国神社公式参拝,
防衛費対GNP比1%枠 撤廃などの言動の背後 にあったのは,こ うした状
況の定義 問題の定義であった。「タブーに挑戦す る」と公言する政治 スタ
イルや,従 来からの政治家中曽根 自身のイメージ,前 内閣 との違いを強調
す るパフォーマンスから,世間には 「突出」した印象を与えたが,80年代
の流れの中においてみると,その状況 ・問題の定義,目 指 した ところは,
前後の内閣のそれか ら大 きく外れているわけではない。
[PKOへの自衛隊参加の提言]
安倍外相の委嘱を受けた「国連の平和維持機能強化に関する研究会」(座
長=斎 藤鎮男元国連大使)は,83年9月,「国連の役割強化への協力は,国
際社会で重要な地位 を占めつつあ るわが国の果たすべ き国際的責任であ
る」 として,将 来は,PKOの警察行動,兵 姑補給活動,監 視・パ トロール
活動に自衛隊を参加 させることを提言 した(『毎 日新聞』9月19日朝刊,
『朝 日新聞』同)。 また,83年1月の レーガソ・中曽根会談を機に両首脳へ
の助言機関として設けられた日米諮問委員会(日 本側委員長=牛場信彦元
外務事務次官・駐米大使・対外経済担当相)は,84年9月17日,通 商摩擦
の管理を求めるとともに,「国連に対する積極的支援の一環として,日本は
多国間平和維持活動 に,物資面での支援 と,非制 服要員,そ して可能であ
れば制服要員の派遣を通 じて参加することを考慮すべ き」であると,自衛
隊派遣を要請する報告書を両首脳 に提出している(『毎 日新聞』9月18日
朝刊,『朝 日新聞』同)。
竹下内閣 竹下登首相(在任1987年11月6日一89年6月2日)は,1987
年11月,内 閣成立直後の国会演説で 「世界に貢献 す る日本」とい う表現を
打ち出した。栗山外務審議官(当 時,後,事 務次官,駐 米大使)の 解説に
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よると,この 「世界に貢献す る日本」 とい うテーマを政策化 したのが,①
「平和のための協力」(国連等による平和の強化のための国際的努力への積
極的参加),②国際文化交流の推進,③ 政府開発援助(ODA)の拡充 とい う
3つの柱であった。竹下首相は,88年5月から6月 にかけての3度 の外遊
の際 に,そ の それ ぞれ の具体 策 を順次 公 に して いった(栗 山1988:
32-33)4'0
「平和のための協力」はまず,「国際紛争 の収拾,解 決を他人任せにせず,
そのために自らも 『汗 をかく』」とい う外交努力に始 まる。その基礎にある
のは,世 界に存在す るさまざまな 「具体的な紛争の解決に直接協力す るこ
とによって,日 本が平和のための政治的責任を果たす」 とい う考え方であ
る。国連の平和維持活動への参加を も含む,こ のような 「新 しいタイプの
国際協力」に 「タイ ミングよく,適切な態様で参加 していくためには,通
常の開発援助や国際機関への拠出と異なり,カ ネとヒトの両面で,迅 速か
つ弾力的に対応で きる国内体制を整備す る必要がある」(同:35-38)。こう
して,国 際紛争収拾 ・解決への積極的関与,そ のための国内体制整備 とい
う方針が明示され ることになった。この時すでに,外 務省内では,後 に見
るようなカソボジ ア紛争解決への関与が意図されるようになっていた(池
田1995a:92)。
海部内閣 海部 内閣(1989年8月10日一91年11月5日)の下でも,新
たな 「5・5・3」体制(世 界のGNP20兆 ドルの うち米国とECが それぞれ
5兆 ドル,日 本が3兆 ドルを占める。1988年)において,日 本がその経済
ヘ ヘ ヘ ヘ へ
力を生かして 「米 欧と協調 しつつ,国 際的な責任を果たしていく」ために
(傍点引用者),日本外交は,一 日も早 く,既存秩序に適応 していく中小国
の受け身の外交か ら,国際秩序の構築 と維持に責任 を負 う 「大国の外交に
脱皮する必要」が説 かれた。 そして,新 しい国際秩序の構築のために,「国
際的緊張の緩和や地域紛争の解決への積極的貢献」が重要な政策項 目の筆
頭 とされたのである(栗山1990:16-19)。こうした中で,日米安保体制は,
「抑止の機能」,「ソ連 との積極的な対話の基礎 としての役割」(対ソ対話の
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後ろだて)と 並んで,「アジァ・太平洋地域の安定 と発展のための最 も重要
な枠組(み)」とい う機能を持つ ことが強調されている。 この第3点 は,さ
らに,① 「米国が この地域に積極的な存在を維持 していくための中核的な
柱」 とい う側面と,② 「軍事大国にならない とい う日本の基本的立場 に国
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
際的信頼性を与え,近 隣諸国が 日本の より大きな政治的,経 済的役割を受
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ へ
け入れることを容易にしている」 とい う側面 とに分け られる(同:20,傍
点引用者)。この後者の点は,す なわち,日米安保体制の下での方が,日本
の再大国化が受け入れられやすいとい うことであ る。
〈まとめ〉
一般的に「国際貢献」,す なわち国際的な貢献あ るいは国際社会への貢献
といっても,誰が(主体),誰に対 して(対象),なんのために(目的),い
かなる手段 ・方法で,い かなるコス トを負担 して行 うかという問にどう答
えるかによって,そ の内容は異なって くる。 しか も,今 日の日本国にとっ
て,対 象たる国際社会なるものの実態が米国政府を中核とする世界共同体
(猪口1993:91)であるとしても,そ の 「国際社会」は三重(ないし四重)
構造をなしていると考えられる。頂点における米国(政府),米国を含む先
進大国(政府),そして,す べての国家(政府)を含む国家間社会(さらに,
その下に各国家に組織 された民衆)。この3つ(4つ)の いずれに力点がか
けられるかだけによっても,「国際貢献」の意味は変わってくる。個 々の政
治的用例においては,こ の三層(四 層)の 重なり合い とズレが巧みに,あ
るいは適宜使 い分けられているのが実情だろう。
上に見たように,現代 日本政治の文脈においては,「国際貢献」やそれに
類する言葉は,海 部内閣時代の湾岸危機発生より前に,特 定の意味を帯び
るようになっていた。それは,① 米国からの 「重荷の分担」要求への応答
(対米貢献),②日米欧三極協調による世界秩序の形成 と維持への寄与,③
それらを通 しての大国主導秩序内における日本の地位 の上昇=日本の大国
ナショナ リズムの主張 とい う3つの要素を結 び付け る言葉 となっていたの
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であ る。
4.「国際貢献 」論の実際一 一意味の特定化 と排除
前節で見た ような特定の意味での 「国際貢献」の実現のために,他 の可
能な意味を排除 しつつ,ど の ような行動がなされたか,ま たなされ ようと
したかを,こ こで は3つ の局面に即 して例証 したい。
(1)湾岸危機への対応,国 連平和協力法案
〈日本にとっての湾岸危機の中心問題は日米関係〉
湾岸戦争開始直後の頃に,す でに,「日本にとっての湾岸危機は,結 局,
米国からの働 きかけにどう対応す るかとい う日米関係の問題が中心だっ
た」ことが指摘 されていた(朝 日班1991:2)。ブッシュ大統領 と海部首相
との間のたび重 なる電話会談そしてブッシュからの要請;「 ブッシュフォ
ン」にそれが象徴 されている。 こうした状況の中で,「国際貢献」という観
念もまた,「対米貢献」とい う意味合いを色濃 く帯 びることになる。
イラクのクウェー ト侵攻から10日余 りたった1990年8月14日早朝,大
統領から首相に,電話による要請があった。「今回の事態(イラクのクウェー
ト侵攻 ・併合)は,第2次 大戦後の国際政治の分水嶺だ。……掃海艇や給
油艦を出してもらえれば,デ モソス トレーションになる。 日本が米国に完
全にコミットしていることを世界に強 く知 らせることが大事だ。……憲法
上の制約はわか っているが,そ れに抵触 しない兵姑の分野で考 えてもらい
たい」(同:53-54,佐々木1992:15,手嶋1993:113)。国連平和協力法案
は,こ のブッシュの要請を一つのきっかけとして,法 案づ くりが始められ
ることになる。 しかし,電話会談のこの部分は,す ぐには公表 されなかっ
た(朝 日班1991:53)。
膨大な軍事物資 をサウジアラビアに送 り込むための輸送手段の不足に悩
一36一
政治シンボルとしての 「国際貢献」
んでいた米国は,日本に対 し,民間会社の船や飛行機で米軍の兵員,武器,
弾薬,物 資をサウジアラビアの前線に運ぶ輸送協力を,さ まざまなルー ト
を通 じて要請 していた(朝日班1991:94,手嶋1993:121-122)。9月4日
の米国議会の再開をにらみながら,9月6日,ト ヨタと三菱の4輪 駆動車
800台を載せて名古屋港を出航 してサウジアラ ビアに向かった運搬船や,
9月下旬,横 浜港を出て,ロ サンゼルスからサ ウジアラビアへ建設資材や
食糧を運んだ貨物船の例が知 られている(同:96-101,同:125-133)。
9月29日の日米首脳会談(ニ ューヨーク)で,国 連平和協力法案の骨格
を説明した首相に,大統領はこう語った。「自衛隊が武力を使わずに輸送,
後方支援,医 療に活躍するならば,そ れは世界に歓迎 され るだろ う」(同,
佐 々木1992:33,手嶋1993:154)。会談直後,「日本 も人(自 衛隊)を 出
して,他 の国から見てきちんと汗を流 し,危険を分かち合 うようなものと
して映らないと,評価 されないのでしょうね」 と言 う小和田外務審議官に
対 し,首相は,「オレも実はそ う思 っているんだ」と答 えた。「自衛隊の『自』
の字さえいやがっていた」首相の豹変ぶ りに,周囲は驚いた(朝日班1991:
52,手嶋1993:152-155)。国連平和協力隊に組織的に参加する自衛隊員の
身分の扱いについて,そ れまで 「休職・出向」に傾 いていた首相は,ニ ュー
ヨークから官邸へ,「併任」で とい う指示を出した(朝 日班1991:146)。
歴代国連局,1966年2月に 「国連協力法案要項骨子」をとりまとめたあ
の国連局(7頁 参照)は,国 連の平和維持活動に 日本が より積極的に参加
できる道を開 くことを 「悲願」としてきた(手 嶋1993:145)。「PKOのよ
うなものへの協力を可能にす る法律を考える時期が来た」(外務省幹部,朝
日班1991:136)。多国籍軍への後方支援をとい う米国の要求への対応に,
この国連局の 「悲願」が重ねられた。法案は,「国際の平和および安全の維
持のために国際連合が行 う決議を受けて行われる国際連合平和維持活動そ
ヘ ヘ ヘ ヘ へ
の他の活動に対し適切かつ迅速な協力を行 うため」(法案第1条,傍 点引用
者),平和協力業務や物資協力について定めるもの となった(平和協力業務
の中に,物資協力にかかわる 「物品の輸送その他の輸送,通 信又は機械器
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具の据付け,検 査若 しくは修理」が含まれている)。法案は10月16日に国
会に提出されたが,そ の命は短 く,11月10日,第119臨時国会(10月12
日召集)の 会期切れ とともに廃案となった。
衆議院国連平和協力特別委員会の自民党理事 自身が言 っていた。 この法
案は,「アメ リカの顔色を見ながら作 り上げた法案」であると(手嶋1993:
157)。廃案が近 くなった11月4日,小 沢自民党幹事長 はテレビ番組で,日
本に とっての国際社会 とは米国のことだ と公言 した。「国際社会 とい う場
合,米国が 日本に一番大きな影響力があるから,米国と言い換 えてもいい。
日米協調が重要だ」(佐々木1992:56,これは,国 内向けには,一種の「本
音による説得」で もある)。翌11月5日 夜,海 部首相 との間で廃案 と今後
自 ・社 ・公 ・民4党 で協議の場をつ くるという方針を確認 した後,小 沢幹
事長は米大使公邸にアマコス ト大使を訪ねてその旨を伝 え,与野党合意が
できた後訪米 して ブッシュ大統領やペーカー国務長官に経緯 を説明したい
と申し出た。閣僚 や外交官 と同じ外交儀礼に縛 られるものではないとはい
え,深夜の大使公邸訪問は与党の実力者 として異例の行動であった(朝 日
班1991:127-128,佐々木1992:56,手嶋1993:163-164)。
そして,廃案 とい う事態を受けて,外務省高官 は,アマコス ト大使に言っ
た。「これが 日本の現実なのです。二,三 の政治家が国民が受け入れ得 る限
度を超 えてやろ うとして,こ うなったのです。 日米関係は厳 しくなるが,
あなたにも覚悟 してもらわないと困 ります」(朝日班1991:128)。結果的
に,こ の一連の経過 は,米 国政府の要請に応えるべ く,新 しい法律づ くり
の努力をしたが,国 内の抵抗が強 くて今回は実現できなかったと釈明する
米国政府向けのパ フォーマンスという性格を帯びることになった。
対米協力を優先 させる態度は,その後 も続 く。湾岸戦争突入直前の91年
1月17日未明,イラクから周辺国に逃れた避難民の救済のために自衛隊機
を派遣するか否かの緊迫 した議論に際 し,加藤六月自民党政調会長は,海
部首相に対 してこ う言 う。「海部内閣の支持率が下がるかどうかより,米国
が日本をどう見 るかを考えなさいよ。戦争になれば,米 国の若者が死に,
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女性兵士が血を流す。何 もしなければ,ジ ャパンパ ッシング(日本たたき)
が起きますよ」(同:20)。
湾岸危機の間,日 本への要求を出すに際 し,米政府高官は日本の国連安
保理常任理事国入 りを繰 り返 しチラつかせた(同:188)。米国のピッカリ
ング国連大使は,8月 下旬ニューヨークに訪れた愛知和男自民党国際局長
と柿沢弘治衆議院外務委員長に向かって言った。「多国籍軍への財政支援,
輸送協力,そ れに在 日米軍駐留経費の負担増 と,日 本ができることはいく
らで もある。 日本は国連中心外交を掲げてきたが,今 回はまさに国連の決
定で多国籍軍が展開 しているんじゃないか。ここで思いきってやることが,
日本が念願 している安全保障理事会常任理事国入 りを果たす絶好の機会に
もなると思 うが……」(同:102)。
〈各国の多様な対応を知 りなが ら,自衛隊海外出動一本ヤ リの国防族〉
イラクのクウェー ト侵略 ・併合後,自 民党議員たちは,さ まざまなつて
をた どって,各 国 との接触を試みる。90年9月,自民党「国防族議員 らは,
手分けして,米 国,欧州,ア ジアの反応を探った」。国防部会長高村政彦と
参議院議員田村秀昭(元 空將)は,欧 州各国を回った。結果 として両議員
は,「一 口に西側陣営 とはいっても,湾岸危機への対応はさまざまだなあ」
との感想を持った という。イギ リスでは,イラク側が毒 ガスを使った場合,
「英米両国が戦術核兵器で対抗 した ら,被爆国の 日本 はどんな反応 を示す
のか」(クラーク国防閣外相)と 尋ね られた り,「クウェー トか らイラク軍
を完全撤退させるだけでな く,[サダム・]フセイン政権 を崩壊させ,こ の
機会にイラク国内の産業施設,軍 事施設を完膚なきまでたたきのめしてお
かねばならない」(下院国防委員会 ブルース ・ジョージ議員)と,「 公式に
は口にできないこと」を聞かされた りもした。フランスでは,様 子が違 っ
た。「仮に,米国が軍事的 に成功 しても,アラブ世界で政治的に成功するか
どうかは疑問だ。アラブについては米国よりわれわれの方がよく知 ってい
る」(ブシェロン国民議会国防委員会議長)。「湾岸に展開する多国籍軍 に十
一39一
億 ドルもの支出を決めるとは,日 本外交 もず いぶん成熟 してきた ものだ」
(モイジ国際関係研究所副所長)。英仏両国の間でも,このようにその態度
は相当に異 っていた。ましてアジアをも含めれば,「湾岸危機や自衛隊の海
外派遣 に対 して,海 外には多様な見方があることは,共 通の認識になって
いたJの だった。 インドネシアのムルダニ国防相は,訪 れた山崎拓 ・元防
衛庁長官に対 して言った。「アジアの国々の反応に注意すぺ きだ。日本は油
が大事なのだから,イ ラクと米国のどちらが湾岸を抑えるかを見極めてか
ら判断 してもいいではないか」(同:160-162)。愛知 自民党国際局長 と柿沢
衆議院外務委員長 に対する,テ ィッケル英国国連大使の言はこうだった。
「日本には平和憲法がある。経済面を中心に協力 して くれればいい」(同:
102)0
それでは,国 防族議員は 「海外には多様な見方がある」 とい う共通認識
の上 に立って,日 本 としての対応策を柔軟に考 えていこうとい うことに
なったか。実際はその逆であ り,「帰国してからの国防族議員たちは,自衛
隊派遣推進一本ヤ リの姿勢で,平 和協力法案をめ ぐる攻防に首を突っ込ん
でい く」のである(同:162)。彼 らの間では,他 の選択肢は,明 確に排除
された。むしろ,初 めから問題にならなか った。湾岸危機への対応に際し
ては,法 案作成の過程においても,自民党三役(小 沢幹事長,西 岡武夫総
務会長,加 藤六月政調会長)の 従来の日本政府の立場を変 えようとす る強
い姿勢が目立 った。政府 ・与党の対応の主役 のひとりであった小沢 自民党
幹事長は,二人の軍事 プレーン,田村議員 と,も うひとりの自衛隊幹部OB
永野茂門参議院議員(元 陸上幕僚長)5)を始終幹事長室 に呼んで密談を交
わ していた(本澤1993:183)。国防族の ような 「自衛隊海外出動推進一本
ヤ リ」路線が,政 権の中枢に表出されるための十分な回路が存在 していた。
〈対米貢献論 と自衛隊海外出動論の結合〉
この間,さ まざまなルー トを通 して米国の要求が伝えられ,特 にアマコ
ス ト駐 日大使が金 だけでなく人を出してほ しい,な ぜ血を流そ うとしない
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のかと繰 り返 し要求 したが(朝 日班1991:78,佐h木1992:59-62,朝日
班1993:14-15),それは外交上 の駆け引きの うちであ り,米国がそれほど
自衛隊の海外出動に執着 していたわけではないとす る見方 もあった。表向
きそ うした要求を持ち出す真のね らいは,人 的貢献を取 り引き材料に,日
本 か ら巨額の財政支援を獲得す ることだった とい うわけで ある(塩 田
1991:42-43)。駆け引きにおいては,当 然に想定 しうる手法である。問題
は,国 内政治の場ではそ うした要求がそのまま掛け値なしのものであるか
のように,留 保なしに 「国際社会」からの要請 として世論指導上のひとつ
の論理 として持ち込 まれ,利用 されたとい うことである6}。そこでは,米国
からの具体的圧力を奇貨として,対 米貢献論 と自衛隊海外出動論 とが一体
となっていたのであった。
(2)カンボジア和平への積極的関与
アジァの一部の外交関係者か らは,す でに88年夏頃か ら,「日本はカン
ボジア問題解決に政治的役割を果たすに違いない」 とい う見方が出ていた
(冨山1992:183-185)。先に見た(9-10頁),竹下内閣の下での,「平和
のための協力」,「国際紛争の収拾,解 決を他人任せにせず,そ のために自
らも 『汗をか く』」という方針の打ち出しに照応す る話である。外務省担当
課自身の説明によれば,日 本政府 ・外務省が 「カンボジアの和平プロセス
に強い関心をもって」きた理由は,「何にもまして,こ のカンボジア問題が
まさにわれわれアジアの問題だか ら」であった(外 務省 アジア局南東 アジ
ア第一課1990:94)。
UNTACに停戦監視要員 として参加した福井祐輔二等陸佐(当 時)は,
第二次世界大戦中,旧 日本陸軍師団が 「駐留」 したものの,カ ンボジア国
内では戦争がなかったため,「アジアの中でもカンボジアはとくに 日本に対
してものすごくいい感情を持 って くれて」お り,「第一回のPKOが カンボ
ジアであった ことは日本にとって幸運だった」 と述べている(福 井 ・渡辺
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1993:185-186)。ここに言 う「幸運」とは,カ ンボジアが,か つての 「南
部仏印進駐」にもかかわ らず,日 本に対 して 「いい感情を持 って くれて」
いること自体にあるのではない。 日本国政府が,国 際秩序の形成 ・維持 に
も積極的役割を果たす大国への道を模索 しているときに,自 衛隊を初めて
参加させるべきPKOの 舞台が,フ ィリピソでも,イン ドネシアでも,ヴェ
トナムでも,マ レーシアでも,ビ ルマで もな く,いわんや朝鮮半島でも中
国で もな く,カンボジアであった ことが 「幸運」なのである。 この 「幸運」
はのがすわけにはいかない一日本国政府,外 務省,与 党首脳部がそ う考 え
たとしても不思議はない。
1989年以来外務省本省(ア ジア局南東 アジア第一課)で4年 間 「カソボ
ジア班長」を務め,そ の後 プノンペソの 日本大使館に勤務した小林正雄一
等書記官はこう語 っている。「カンボデ ィアでは旧日本軍の残虐行為がな
かった。む しろ,日 本商品などへのあこがれから,日本に対 しては好感を
持 っている。だか ら,カ ソボディアなら成功す る。戦後初めて日本が国際
舞台で活躍できると判断 して引き受けた」。 ところが,「途中で湾岸戦争が
起 きたので,世論対策に大変苦労 した」(木村1994:112-116)。この,カソ
ボジアPKOに 自衛隊を出動 させよ うとす る立場か らは,湾 岸危機 ・戦争
と,自衛隊の多国籍軍への後方支援策等をめ ぐる日本国内の激 しい意見対
立は,む しろ,撹乱要因と映ったのである。
1988年以来駐タイ大使を務めた岡崎久彦によると,パ リ会議(1989年
7-8月)の頃から,日本が和平プロセスに噛むために,外務省関係者は動き
始めた。「外務省の宣伝」(岡崎自身の言葉)も 交 えた岡崎の話を聞 こう。
およそ半年後,1990年2月,河野雅治南東アジア第一課長が日本政府当局
者 として初めてカンボジアを訪れた(15日)頃,ジ ャカルタでのカソボジ
ア問題非公式協議(26日一28日)では,日 本の 「在 タイ大使館の公使 ら」
は,い まだ 「会議場のホテルのロピーで,報 道陣に混 じって情報収集に駆
け回ら」なければならなかった(冨山1992:152-156)。それでも,そ の在
タイ大使館の池田維公使(後,ア ジア局長),今川幸雄公使(後,駐 カンボ
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ジア大使),そ して河野課 長が それ ぞれ手分 け して,シ ア ヌー クとの関係,
プ ノンペ ン政 権 との「他 の どの外 国 も持 たない太 い パ イプ」7),チャチ ャイ・
タイ首相側近 グル ープ との親交に よる 「カンボ ジ ア和 平につ いての 日タイ
枢軸 」 をつ くってい った。 本省 も背後 か ら これを支 援 した。 こうして,日
本外務省 ・政府 は,「和平交渉 の過 程 に一 つ一つ きち っ と噛 んで いった」(池
田1995a:90)。大 使岡崎 自身 は,「日本が ア メ リカの手 を離れ て独走 して
い るのでは と懸念 す る」ア メ リカを,「安心 して見 てい て下 さい」となだめ
る役 だ った とい う。 じっ と していて,日 本 に こ うした役回 りが転 が り込 ん
で きた わけで はな い。外務 省 はこの好機 をつ かむ ぺ く,「これだけの陣容で
足 と金 を使 って」取 り組 んだ のであ る(岡 崎1994:88-89)。
「カンボジア和平」へ のかかわ りを通 じ,「戦後,40年 を経 て」,日本が
初 めて 「アジ アに復 帰 し」,「アジ アの政治 か ら疎 外 され ていた状況を脱 し
て,ア ジアの孤 児 でな くなった」 とい うのが岡崎 の 自己評価 であ る(同:
87,90)。ここに見 られ るの は,ア ジアの政 治問題 に,大 国 としてかかわ る
ことが,日 本 が 「ア ジアの孤 児」 で な くな る道 だ とい う認識 で ある。 も う
ひ と りの 当事 者池 田に よれ ば,カ ソボ ジア紛争 とは,「単 に カンボジア民族
が4派 に分 かれ,内 部で対立抗争 を繰 り返 して きた とい う1民 族の問題で
はない」。それ は,「13年間にわた り,時 期 に よ り濃淡 の差 こそあれ,ア ジ
ア全域 の政 治外交 の状況 に影響 を及 ぼ して きた 周辺 国 を含 む,大 国間 のパ
ワー・ポ リテ ィクスその もの」(池 田1995a:95)なの であ る。 そこに,一
つの大 国 として 「噛む」 ことが,ま さに意図 され た こ となので あった。外
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務省高官にとって,日 本のアジアへの復帰とは,ア ジアにおける大国のパ
ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ ヘ
ワーポ リテ ィクスに日本が大国として参加することなのである。この和平
過程における外交努力は,「第二次大戦後の 日本外交に,新しい局面を開い
た画期的なもの」と彼 らは自己評価す る(同:91)。
「北部仏 印進駐」を強行 した旧 日本軍が,マ レー ・シンガポール攻略の
橋頭墾確保 のため 「南部仏印進駐」 と日 ・タイ軍事関係強化の機会をうか
が う間,1940年9月に生じたタイ・仏印間の国境紛争に対 し,松 岡洋右外
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相 は居中調停 を申 し入れ た(1941年1月20日)。1941年2月7日 か ら東 京
で調停会議 が開催 され,日 本の圧力 の下,仏 印西 部領 土の一部 を タイに割
譲 させ る ことで3月11日 に調停 条項の仮調 印が な され,5月9日 に タイ・
仏平和条約,日 ・仏 ・タイ三 国間議定書 が調 印 された(日 本 国際政 治学会
太平洋戦争原 因研 究部1963:245-261)。戦 前 ・戦後 を通 じて,「日本が アジ
アでの紛争解決 を調停 した それ まで最後 の例」が,こ の 「カ ンボ ジア問題 」
だ った(冨山1992:156-157)。そ のカ ンボ ジアが,再 び大 国た らん とす る
今 日の 日本 に,「国 際貢献」 の機会,「 アジアの政治」 へ 「復 帰」す る最初
の舞 台を提供 した の であ る。米 ・欧 ・日三極構造 の 中で,米 国 とと もに 「ア
ジア ・太平 洋地域 に死活的 な利害8}を有す る国」 日本(「 日米 グ ロー・ミル ・
パー トナ ーシ ップに関す る東京宣 言」,1992年1月)にとって,基本的 な"持
ち場"は,や は りア ジア(「われ われア ジア」),なか んず く東 アジ アなので
あろ う。 それ は同時 に,ヴ ェ トナ ム戦争(イ ン ドシナ戦争)と い う負 の歴
史ゆ えに,イ ン ドシ ナで い まだ積極 的行動を とる こ とがで きず にいた米 国
に代わ って,役 割 を果たす ことで もあった9}。
(3)国連平和維持活動等協力法(案)
湾岸危機から国連平和維持活動等協力法(PKO等協力法)成立に至 るま
での間,「国際貢献」イコール自衛隊の海外出動とい う等式が成立していた
のは,言 外に暗黙の前提が置かれていたからである。
ひとつは,米国 との同盟の大前提 となっていた米 ソ冷戦の終焉 と,「潜在
的脅威」 としての ソ連の消滅で,存 在意義がかすみかねない自衛隊に,そ
れが組織 として生 き延びるための新たな目的 と任務を与 えるとい うことで
あった。PKO等協力法案が国会で審議中,佐 々木芳隆の取材に対 して,あ
る「有力閣僚」は,こ う言っている。「冷戦後の時代に自衛隊が働 くことの
できる新 しい 目的 と任務をつ くってや る必要がある」(佐々 木1992:5)。し
かし,これは単に組織 としての自衛隊のための"仕 事探 し"に とどまるも
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のではなく,再大国化 とい う国家 目標の下で,自 衛隊 とい う軍事組織に新
任務を設定するとい う意味を持つ ものである。
もうひとっ,PKO等協力法案担当政府首脳 の本音はこうであった。「『ヘ
イタイさん』を出さな くては,国 際社会でなめられてしまう。国連安全保
障理事会の常任理事国になるなんて,と てもおぼつかない」(同)。他の組
織 ・要員の派遣ではな く自衛隊の海外出動でなけれぽならないのは,国 際
社会で 「なめ られない」 ようにするためであ り,それが安保理常任理事国
入 りの不可欠の条件だ と実際には考えられていたのであるi°)。宮沢首相(在
任1991年11月5日一93年8月6日)は,就任か ら程ない91年11月21日
の衆議院国際平和協力特別委員会で,こ う答弁 した。「国連平和維持活動
(PKO)協力法案が成立すれぽ人的貢献ができるよ うになる。 なし得る限
りの貢献ができる状況になった うえで,安 保理常任理事国になるのがいち
ばん望ましい姿だ」(『朝 日新聞』11月22日朝刊)。PKOへの 「人的貢献」
が,安 保理常任理事国になるための実績づ くりであることが首相の口から
明言されたのである(同時に ここには,PKO等協力法 に定めるところが日
本のなしうる上限だとい う見解が含まれている。注20参照)。
かつては,安 保理改組による非常任理事国への(2回 目の)当 選が,自
衛隊の国連軍への参加論のきっかけになった ように,今度は,国連発足50
年に向けた安保理改組論を機 とする常任理事国の座への願望が 自衛隊海外
出動の契機 となったのである。
先 に見た よ うなカ ソボ ジ ア和平へ のかかわ りか らして も,そ して
UNTAC特別代表 に明石の就任を"勝 ち取った"こ とからしても,政 府・
外務省としては,カ ソボジアにPKO要員 を送 らないわけにはいかなかっ
た。だからこそ,PKO等協力法案の成立が難 しくなった場合には,カ ソボ
ジアに目標を絞 った1年 間の時限立法をとい う案 も出てきた(92年3月金
丸 自民党副総裁,佐 々木1992:206-207)のである。
UNTACの活動は,16億ドルを費やし,軍事文民両部門で約22000人を
ヘ ヘ ヘ ヘ へ
動員 した国連史上最大規模のPKOで あった。それ は,紛争の国際的性格Y'
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終止符を打ち(池田1995a:87-90),UNTACが管理 した総選挙の成功に
よってカンボジアに新 しい政治体制をつ くることができた。 しか し,その
体制の内にポルポ ト派を組み入れて最終的 に内戦を終結させ ることはでき
なかった。新憲法の採択・UNTACの撤収(1993年9月)後も,ポ ルポ ト
派 との内戦は終わ らず,弱 体化の兆しはあるものの同派はなお国土の一割
ほどを支配しているとされ,政 府にとって国防・内務費の負担 は大 きい(歳
出の3分 の1と も2分 の1と もいわれる)11》。そ うした意味で,「カンボジア
国民に とっての真の平和はいまだ到来 していない」(同:87)。反面,日 本
政府 ・外務省の必死の工作が奏功 し,日本国の国連安保理常任理事国入 り
が国際舞台でさま ざまに取 り上げ られ るようになった今 日の時点で振 り
返ってみ ると,和 平交渉への関与 ・UNTACへの参加 ・新政権への経済支
援は,日 本政府 ・外務省の 「国際貢献」の一つの実績づ くりのためには,
確かに得点をもた らしたのであるiz)。そ して,日 本政府が和平に「貢献」し
たからには,日 本企業も"後 ろ指"を 指されることなく,イ ンドシナ復興
事業,ヴ ェトナム ・ビジネスに乗 り出して行けるのである13)。
(4)特定化 された意味
以上 を総合すると,90年代初頭から半ばにかけての 日本の政治過程にお
いて実現が目指された 「国際貢献」は,普 遍的な第三者(国 際社会全体)
のためのものとい う外見をとりながら,実 質においては,特定の誰か(日
本国政府にとっての重要な他者,主 として米国政府,さ らには欧米主要国
政府)が 「貢献」であると見なすものを,そ うした諸国のために,そ して
大国を頂上部に置 く国家間 ヒエ ラルキーの中で 日本国 自身が大国 として
「名誉ある地位を占め」るためになす とい う性格がはっきりして くる。す
なわち,「国際貢献」 とい う言葉は,「日本国(国 家)が,米 国を中核 とす
る米欧先進資本主義諸国の要求に応 えつつ,そ れ らとともに国際秩序づ く
り・国際秩序維持 に積極的役割を果たす大国,経 済大国にとどまらない国
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力(経 済力)に ふ さわ しい大国(日 米安保体制の枠の中では一定の軍事的
役割をも担 う)となるために,そ して,さ しあた りは国連安全保障理事会
で常任理事国としての地位を獲得す るために,自 衛隊 を国連PKO活 動や
人道的な国際救援活動に参加 させ,主 として米国政府を中核 とする国際社
会からそれにふさわしい実績をあげていると認め られるための行動」を意
味するのであったis)。
〈キーワー ド 「国際貢献」乱舞の条件〉
イラクのクウェー ト侵略 とそれに対す る米国主導の 「国際社会」の動き
は,こ のような意味での 「国際貢献」を正当化す る諸条件の,ま たとない
絶妙な組み合わせを もたらした。
イラクの行動はまさに侵略にほかならなかった し,今 日の国際社会にお
ける警察機能をど う確保す るかとい う問題 が存在す ることも事実であっ
た。米国は国連を無視 してではなく,安保理の決議 とい うお墨付 きを得て
行動 していた。そのお墨付きを得ることを可能に したのは,自 国経済の立
て直 しのために米国の協力に多 くを期待 しなけれがな らないソ連の国内事
情,89年12月米 ソ両首脳がマルタ島で宣言 した 「冷戦の終結」であった。
イラソ ・イラク戦争を通 してイラクが地域の軍事大国になる うえで,世
界の諸大国が 「貢献」 しているではないか。そ もそも西側諸国はイスラエ
ルのヨルダン川西岸地区占領やレ・ミノン侵攻の際 の対応 とは異なるダプル
スタンダー ドに立っているではないか。米国が問題に しているのは結局石
油の支配権を自国が握 ることではないか。こうした指摘 は等閑に付された。
日本国では,国 連を単なる政府間組織 としてではな くあたかも天上の精
神の具現者であるかのように考える,国民の間に広 まった漠然たる国連信
仰 もまた 「国際貢献」の正当化にあずかって力があ った。そして,中東の
石油は日本経済 と国民生活の 「死活にかかわる」 と言われれば,日本が既
成秩序の恩恵に浴 してきたことは事実で もあ り,何 もしないわけにはいく
まいとい う気持ちに多 くの国民がなっただろ う。す でに政治の舞台に登場
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していた この言葉が,そ れゆえに,こ の時期に乱舞 し始めるのである。
5.お わ りに
〈世論指導用語 としての特徴〉
最後に,「国際貢献」 という言葉 自体の特徴を,「一国平和主義(批 判)」
とい う言葉 と対比 させて考 えてみよ う。 自国以外の他のもののためになる
良いこととい うプラスイメージをそれ 自体 に伴 っているこの言葉は,次 の
ような特徴を持 っていると考 えられる。
第1に,貢 献は 「世のため,人 のため」であり,人間たる自覚を持つ者
にとって責務であ るとい う含意がある。「国際社会」の要請 ・要求に応 え,
しかるべき責任を果たさなければならないという責任観念 ・義務観念は,
国民の説得のために有用である。これに賛同しない者は"自 分のことだけ
を考 えている利己主義者"と 非難する二sア ンスを込め ることができる。
この点で,ソ フトであ りながら,「一国平和主義批判」と同じ機能を果たす
ことができる。
第2に,ソ フトなイメージで,国 民意識を柔らか く包み込 んで動員 して
いくには好都合である。けんか腰の非難用語である 「一国平和主義批判」
とい う言葉(論理)は,私 たちの耳や 目には残 っているものの,マ ス メデ ィ
ア(新聞)の表面に現れ る頻度は,ず っと少ない。 これ もHI-ASKで検索
してみると,90年0件,91年18件,92年8件,93年4件である。しかも,
少なくとも 『朝 日新聞』の紙面に見る限 り,記事の内容には 「一国平和主
義批判」 と 「一国平和主義批判」への批判が相克 している。 こちらは,世
論指導上,国 民の平和意識の うちの,自 らを被害者 と想定 しての 「紛争巻
き込まれ拒否」意識 「豊かな生活」の 「現状肯定」意識 とい う側面(和 田
1994:175-177),すなわち自己防衛的 ・現状維持的側面を突 き崩す攻撃用
武器 としては役立 っても,動員のシソボル としては,ト ゲ トゲし過ぎるの
であろ う15》。 まず もって 「抽象的(で),広範な,し かし実体のない コンセ
,・
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ソサス感覚」(森1994:244)を作 り上げるには,プ ラスイメージで ソフト
な 「国際貢献」の方が好都合なのである。「一国平和主義批判」でたじろが
せておいて,「国際貢献」論でふわっとしたコソセンサス感覚を醸 し出しつ
つ一定の方向に誘導す るという,一種の相互補完関係がこのふたつの言葉
にはあると言った らよいかもしれない。
第3に,い かなる貢献であれ,そ れには コス ト・負担が伴 うのが常であ
るから,な んらかの負担,犠 牲を容認 させ,正 当化するのに役立つ。貢献
はよいことでありなすべ きであると認める以上,負 担,犠 牲はなしでとは
言えなくなる。
第4に,こ の言葉にあっては,外 からの要請に応 えるとい う受動性 と,
自ら積極的に責任を果たす とい う能動性 とが巧み に結合 され ることにな
る。一方では,政 治権力によって選択 された特定の内容を外からの要請 ・
要求だからやむをえないというふ うに正当化できるとともに,他 方では,
その責任を自ら積極的に果た してい くとい う能動性が強調 される。後者の
点で,「重荷の分担」(バー ドゥソシ ェア リング)とい う言葉 よりもよ り「積
極的 ・主体的」 な印象を与え,し たがってまた 「日本人の誇 り」に訴える
ことにもなる。
〈結び〉
以上,「国際貢献」という言葉を通 して,こ の間 の世論指導の実態を探 っ
てみた。世論指導をする側が政治的 リア リテ ィを一次元的に構成 しよ うと
して使っているキーワー ドを,逆 に解 きほぐしてみ ることは,私 たち市民
の主体的な政治的 リアリティ構成にひとつの手掛 か りを与えて くれるよう
に思われ る。それはまた,メ デ ィアによる監視機能の活性化(=ジ ャーナ
リズムの自己改革)16),読み手によるメディア批判 の活性化(佐 藤1990:
238-9)とともに,世 論指導が単なる世論操作に堕す ことなく,政府 と市民
とマスメデ ィアの成熟した緊張関係の中で,真 に国民の政治認識を深め,
政治主体形成を促す ような積極的な機能を果た し うる条件 ともなるであろ
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う 。
注
1)日本のジャーナ リズムはことが起 こる前の 「前触れ原稿」の提示 には熱心
で も,事 後の検 証の 「意欲 と能力」 に欠け,そ の結果,政 治報道が 「権力闘
争につ きものの ドロドロした部分(を)ほ とんど見逃 して しまう」と指摘 さ
れている(田 勢1994:14-15)。
2)ク ウェー ト議 会の 「イラク侵攻事件事実調査委員会」の報告書は,イ ラク
軍の侵攻開始は当時伝えられていた8月2日 午前2時 ではなく,1日 午後4
時だ としている。 「読売新聞」1995年5月14日朝刊(名 古屋本社版)。
3)「 国際社会に おいて名誉ある地位を占めたい」 とい う文言が 「平和を維持
し,専 制 と隷従,圧 迫 と偏狭 を地上か ら永遠に除去 しよ うと努めてゐる国際
社会において」 とい う,そ の置かれた文脈 から切 り離 され,日 本の再大国化
とい う方向で使 われていることが特徴である。湾岸危機 ・戦争後 の 「国際貢
献」論 には,こ の 日本国憲法前文の文言を一つの拠 り所 として,自 衛隊の海
外出動を主張す るものがあった。渡辺1994:93-102。
4)池 田維・元在 タイ大使館公使は,「日本外交の主要課題の一つ として 『国際
貢献」とい う用語 が使用されるよ うになったのは,こ の頃からのことである」
と述べている(池 田1995a:92,傍点引用者)。
5)小沢は 日本戦略研究 セソターの会長(93年3月,金 丸信 ・前自民党副総裁
から継承,朝日新 聞政治部1993:61),永野は理事長,田村は副理事長である。
永野は1994年4月羽田内閣の法相 となるが,いわゆる永野発言問題により在
任10日に して辞 任す る。
6)実 際には日本側がすでに方針を固めていた り,日 本側から積極的に働きか
けた りしているのに,世 論指導上や外交上の考慮か ら,そ れを外部条件 によ
るやむなき選択 と装 うことは頻繁に行われている。①元来,日 本側 の発案で
あ るに もかかわ らず,タ イか らの要請 とい う形をとったシアヌーク=フ ソ ・
セ ン東 京会談(「 カ ソボジ ア に関 す る東 京会 議」)の開 催(冨 山1992:
154-156)。②明石康UNTAC国 連事務総長特別代表の任命のための外務省の
根回しと,外務 省 と一体になった明石UNTAC代 表によるPKO等 協力法案
成立に向けての 日本世論への働 きかけ(緑風出版編集部1992:27-32,明石の
経歴 ・思考につ き,吉 田1992,明石1992)。③ フソ ・セン首相によるカンボ
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ジアへの自衛隊派遣要請(注14参 照)。
7)外務省関係者 は,お 忍びで来 日したフン ・セ ソ首相が ガラス玉の義眼を合
成樹脂製に取 り替 える手術のお膳立てもした(佐h木1992:201)。マス・メ
ディアが 「フソ・セン爆弾の破裂」などとはやした92年3月 来 日時のカンボ
ジアへの自衛隊派遣要請 も,こ うした人的関係の構築の上に出てきた もので
ある。柿沢外務政務次官 は,自 らの働きかけについて,「日本にきたらテレビ
や新聞の取材には積極的に応 じて くれ とい うことはお願い しました」 と,テ
レビ番組で語 っている(緑 風出版編集部1992:30)。
8)こ の 「死活的な利害」に当たる言葉が今 日の日本の外交用語に登場するの
は,ペ ルシ ャ湾へ の海上 自衛隊掃海部隊派遣 に際 し,91年4月25日,衆議院
本会議でその 「歯止め」を説明した海部首相の答弁 においてである。そこで
は,① 「平時における平和 目的の掃海作業に限定す ること」と並んで,② 「日
本国民生活の防衛 と国の経済の死活 にかかわる地域に派遣を限定す る」 とさ
れた。『朝 日新聞』91年4月26日 朝刊。
9)UNTAC撤 収後の1993年10月,米国はカンボジアと正式な外交関係を復
活 させ,94年7月 には軍事機材 と訓練要員を送 り,さ らに9月 にはカンボジ
ア政府軍 の実態 と援助策 を探 るための軍事調査団を派遣 した。米国はまた,
94年2月,ヴ ェ トナムに対する経済制裁 を1964年以来30年 ぶ りに解除 し,
両国は95年1月 連絡事務所(実 質上の領事館)を 相互 に開設,さ らに95年
7月国交を樹立 した。なお,フランスは,93年2月,ミ ッテ ラソ大統領がヴェ
トナム ・カンボジアを訪問(フ ラソス大統領のヴ ェ トナ ム訪問は初めて。米
国の対越経済制裁 は時代錯誤 と批判するとともに,自 国の過去の植民地政策
の誤 りを認め,デ ィエソピエソフーをも訪れて,仏 越の 「完全な和解」を演
出。 カソボジア訪問は ドゴール以来27年ぶ り),7月 には国防相がカンボジ
アと軍事援助協定 に署名 している。
10)なお,国 連加盟以前か ら湾岸危機 までの国連協力問題に関する国会審議に
ついて,香 西茂1991:474-506。
11)1994年中のポルポ ト派の投降者は約5000人,全兵士 の5分 の1に 当たる
とされる。「朝 日新聞」94年12月31日朝刊。カンボジア情勢の推移,UNTAC
の活動,自 衛隊等の活動については,ジ ャーナ リス トたち(大 手 メディア特
派員等)の次のよ うな報告がある。朝 日班1993,近藤1994,三好1994,冨山
1992。また明石康UNTAC特 別代表へのインタピs-・取材記録およびその
回想録 として,明 石1993,千野1994,明石1995。参加 した 自衛隊員の手記,
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大蔵省印刷局1994。1996年8月,ポル ・ポ ト派の イエン・サ リ・グループが
同派を離脱 した ことが明らかにされた。
12)自衛隊施設部隊が補修 した道路 はほとんどが重機による整地にとどま り,
ごく一部に簡 易舗装を施せただけだった(通 算103km中7km)こ ともあっ
て,自 衛隊が引 き上げる前からあち こち穴があき,元 の状態に戻って しまっ
た。舗装で きた部分 も,そ の舗装がはげて きた。 この道路補修は もともと
「UNTAC各部 門の活動を容易にする」ためのものであ り,日 本国民の少な
からぬ部分が道路補修 と聞いてイメージ したであろ う 「復興のための立派な
幹線道路づ くり」,民生のための 「国際貢献」ではなかった。 『朝 日新聞』93
年10月18日 夕刊,参 照。防衛庁 ・自衛隊関係者は,こ の 「誤解」に気付 い
ていなが ら,あ えて正す ことは しなかった。不作為に よる操作 と言 うぺ きか。
13)1992年4月におけ る小和田外務事務次官(当時)の発言(民間の国際 フォー
ラム,ウ ィリアムズバーグ会議で)。「カソボジア問題の包括的な政治解決が
実現間近になった ことで,日 本は,い まや福田 ドク トリソの中でまだ実現 し
ていない第3の 柱,す なわ ちイン ドシナ諸国全部を,ア ジア太平洋地域 の安
定 と繁栄の輪の中に招 き入れることを実現す るための努力にとりかかろ うと
しています」。「カンボジア紛争の解決 も,こ の地域で協力を推進 してい くた
めの新 しい環境 を作 ることを最優先 した例であ ります。……再活性化 したベ
トナム経済を,地 域の経済発展の過程に取 り込む ことが可能になると思 いま
す」(小和田1994:268,273)。
14)その先 に多国籍軍や国連軍への参加を 目指すか,国 連平和維持活動等協力
法に定められた活動(停 戦監視や兵力引き離 し,緩 衝地帯における駐留 ・巡
回などのいわゆ るPKFを 含む)を 上限 とするかで立場の分岐があ る。一方
で,自 民党 「国際社会における日本の役割に関する特別調査会」の 「たたき
台」(91年9月)は 言 う。「国連平和維持活動への参加の実績 を踏 まえて,次
の段階 としては,将 来,国連の権威の下における多国籍軍や国連軍に対 して,
積極的な協力,さ らには参加を検討する必要がある」(佐h木1992:162)。他
方,同 法制定時首相だった宮沢喜一の(後 の)言一「……私 自身が始終考えて
きた ことは,同 時にそれは歴代の政府の見解だ と思いますが,わ が国は海外
において武力行使 をすることはできない,そ れは憲法の認め るところでない
とい うのが見解 の中心になります。で きることとで きない ことをはっきりさ
せ るためには,で きることの極限 というものを明確にすべきではないか と思
い,そ の極限においてやれることはや らなければならない とい う認識か ら,
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PKO等協力法の制定を国会 にお願 いしたつ もりです」(宮澤1995:114)。た
だ し,宮 沢は,国 連常設軍 を創設すべきこと(合 わせて各国は全面軍縮 を行
うべ し),日本は これに積極的に参加すべきことを唱えている(宮澤1991)。
15)「一国平和主義批判」を一つのキー ・ワー ドとして使 っていたのは,自 由
民主党 「国際社会における日本の役割に関す る特別調査会」(小沢一郎会長,
いわゆる小沢調査会)の 答申(案)で ある。新生党結党宣言 ・基本綱領(と
もに93年6月23日)に は,こ の言葉は現れ ない。同年12月10日 結成され
た新進党は,「世界 の平和 と繁栄に積極的役割を果 たし,世界に信頼される日
本を築(く)」(「結党宣言」),「国際社会の中で,各 国やさまざまな地域が共
生できる新たな世界平和,経 済発展の秩序づ くりに積極的 に参画する」(「綱
領」)とした上で,「重点政策」の中で,「一国平和主義,一 国繁栄主義か ら脱
却する」とい う表現を とっている。 『朝 日新聞」1994年12月11日朝刊(名古
屋本社版),「読売新聞』同。
16)アジア諸国の新聞社説の分析を踏まえて,阿 部 ・宮崎は次の ように指摘 し
ている。「日本の各紙では,ど のよ うな形であれ 日本が今後の国際社会で『国
際貢献』を果た してい くこと自体に対 しては,ほ とん ど疑問が提示 されてい
ないのに対 して,第 二次世界大戦での日本による侵略 ・占領の体験を持つア
ジア諸国は,当 然のことながら 『国際貢献』 とい う美名の下で再 び日本が海
外へ軍隊を派遣することに対 して,非 常 な警戒 と危惧を表 した」(阿部・宮崎
1992;52)。アジアからの視線について,Constantino1991,陸1992,中村
1991,邸1994,週刊 プレイボーイ企画室編集部1992,卓1992を参照。また,
米国でも,カ ーター元大統領や ピーター ・ターノフ外交問題評議会会長(ク
リン トソ政権では国務次官)が,米 国政府とは違 う見解 を示 し,B本 が独自
の国際貢献の道を進むよ う発言していた。ターノフ1992。
『読売新聞』は1994年11月3日の 「憲法改正試案」 の提示 に続いて,95
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``Koた配sαごたoたθπ,,(InternationalContribu幽
tion)asaPoliticalSymbol
YoshioHino
Japanhasexperiencednotasmallturnaroundapivotofforeign
policysinceherdescisiontomakeanactiveinvolvementintheCam-
bodianconflictinthelater1980'sandhercooperationtotheUSAinthe
Gulfcrisisandwaratthebeginningofthe1990's.Inthatturning
processakeywordthattookanimportantroleinleadingthepublic
opinionbythegovernmentandtherulingpartyandbroughtabout
variouschangesasaresultwas"kokusaikoken"(internationalcontribu-
tion).Thispapermakesareseachandconsiderationonthefollowing
twoquestions,focusingthiskeyword.
1.Inwhathistoricalcontextshadtheword"kokusaikoken"come
onthestageofcontemporaryJapanesepoliticsandwhatmeaninghad
itbeengiventhere?
2.Whatkindsofbehaviorhadbeentakenorintendedtobetaken
inordertomakearealizationofacertainconcretemeaningof"ko-
kusaikoken"keepingothermeaningsoutofrealizationintheturning
process?
ItwassincetheGulfcrisiscausedbytheIraqiinvasionofKuwait
onAugust2,1990thattheword"kokusaikoken"cametobeusedquite
frequentlyinthepoliticaldiscoursesinJapan,asisgenerallyknown.
Butconceptionsandtermsthathadthesenseof"kokusaikoken"actu-
allycameupinthearenaofJapanesepoliticsmuchearlierthanthat,
beinggivenacertainpoliticalmeaning,aroundthebeginningofthe
1980'sandstayedasafocusofpolicymakingallthroughthe1980'sin
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thecontextofJapan'sre-emergenceasapower.Thepaperfollowsthe
progressandansweredthefirstquestion.
Concerningthesecondquestion,thepapertakesupthreephasesof
thedevelopmentoftheturningprocess;Japan'sresponsestotheGulf
crisisincludingpoliticalaspectsofthemakingofTheUnitedNations
PeaceCooperationBill(1990),ForeignMinistry'sactiveinvolvement
intheCambodianproblem(since1988-89)andUNTAC,political
aspectsofthelegislationofTheUnitedNationsPeacekeepingOpera-
tionsCooperationLaw.Thepapermakesreferencestothefactson
thesephasesthatcametolightlater.
Thenthepaperconsiderswhatcharacteristicstheword"kokusaiko-
ken"itselfhasasatermtomanipulatethepublicopinion.
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